


















































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　 　　　 　ノb7 κ∈Xo　　　　　　　（14－14）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　1／ぴ（γ1（κ））＝λ＋Σ侮σ1（κ1α）一∫1（κiの）／ノ1（矧α）∫oγκ∈X
　　　　　　　　　　々
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ1／ぴ（γ2ω）＝λ＋Σ侮（ん（到の一ノ2（矧の）碗（κ1のア。プκ∈．X
　　　　　　　　　　∂
ここで，侮ぱ行動αのもたらす期待効用Mが行動∂のもたらす期待効
用を上回るべきことを要求する制約式（δのに対応するラグランジュ乗数
を表わす。
　γ1（κ）とγ2（κ）の上記の最適性条件式は，（14－11）の場合と異なり，
たとえ状態が識別されても報酬関数がオペレーティング・コストκに依存
することを示している。ここでは♪を所与の一定値と仮定し，エイジェン
トのコントロール活動αはプロセスの状態に全く影響を与えないと仮定
しているから，このような依存関係が生じるのは当然である。しかしなが
ら，それならば調査を行って状態に関する追加情報を求める意義はどこに
求められるであろうか。その理由は既に明白である。原価情報に加えてこ
の情報を入手することによって，αの推定精度を高めることができるから
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14－5表　数値例3の仮定
　X＝｛κ1，κ2，κ3｝，　g＝1，ρ＝0．5
　メ乞（小）　　　　エ1＝20，00Ω．　　　雀2＝50，000　　　　ズ3＝60，000
　プ11（ぎ1α）　　　　　0．4　　　　　　0．4　　　　　　　0．2
　ノ㌔（κ「α）　　　　　0，2　　　　　　 0．5　　　　　　0．3
　ノ㌦（κ！∂）　　　　　0．2　　　　　　　0．3　　　　　　　0．5
　乃（κ1δ）　　　　　 0．1　　　　　　　0，5　　　　　　　0．4
」ひ（・）一71／2・y（・）ニー10・y（の一〇・σ一100
1ゐ一50
　貌
40，000
47，000
49，0GO
51，000
に他ならない。
　この点を数値例で確かめてみよう。（14－12）の決定問題を14－5表の仮
定の下で解いてみよう。行動αを実施したときのオペレーティング・コス
トの期待値C。は，（14－13）に従って，431500となるのに対し，行動δ
を実施したときのC。は50，000となるから，プリソシパルはエイジェント
に対して行動αを動機づけるという課題をもつ。調査領域Xを変化さ
せたときの各ケースの結果が14－6表に示されている。その特徴点を要約
すると次のようになる。
　（の最適なパフォマソスは調査領域をX＝｛κ3｝に定めたときに生じる。
　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ調査コストんが変化しても，X＝｛κ1｝およびX＝｛κ2｝に対するX＝｛κ3｝
の優位性は変わらない。ただし，んく14．4になると，コスト・ベネフィッ
トは逆転してX｛κ2，κ3｝が最良の決定となる。
　（のどの決定Xも行動αの動機づけには成功している。かりにそれに
失敗した場合には，行動房が選択されるから，本例の下では，
C・一轣E［ム（・励・細の（1一ρ）］4・
　　　＝50，000
となる。また，γ（の＝0であるから，C£＝10，000となる。　C、を無視して
も，この合計値は14－6表のいずれのEpよりも悪い結果を示している。
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14－6表　数値例3の結果
?〜??
　1　　　　　2　　　　　3　　　　　4　　　　　5　　　　　6
　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハXゴφ　　X＝｛κ1｝　X＝｛κ2｝　X＝｛κ3｝区＝｛κ2，∫3｝　X＝X
56，015．7　56，030．7　56，026。5　55，922．8　55，938．8　55，953．8
　43，500　　　43，500　　　43，500　　　43，500　　　43，500　　　43，500
　　　0　　　　　　15　　　　　22．5　　　　　12，5　　　　　　35　　　　　　50
12，515．7　12，515。7　12，504．0　12，410．3　12，403．8　12，403．8
γ（κ1）　　　17，104．8
7（κ2）　　　13，137．5
プ（x3）　　　　5，889．6
7、（κ、）　　一
プ2（κ、）　　一
71（κ2）　　一
r2（κ2）　　一
7、（ズ3）　　一
プ2（κ3）　　一
L　　　　　　　　O
13，137．5
5，889．6
17，104．8
17，104．8
0。3
16，952．6
6，033．7
14，424．3
　12，100
　0．45
（L二ρF、（X）＋（1一ρ）F2（X））
15，754．6　　15，672噛5
12，870．5
4，025．7
9，931．2
　0．25
　　　　15，672。5
　　　　15，672．5
13，828．6　　13，828．6
　12，100　　　12，100
4，151．3　　　4，151、3
9，974．7　　9，974．7
　　0．7　　　　　1
行動αを動機づける意義ぱこの点に求められる。
（c）最良の実績κ1が生じたときは調査を行うべきではない。なぜならば，
調査を行っても調査費用C、が発生するだけで，なんらベネフィットを得
られないからである。別言すれば，κ1が生じたときは，状態に関する情報
はαの推定になんら役立たないのである。これに対して，たとえば，κ3が
生じたときに調査を行って，状態1であることが判明した場合には，そう
でない場合に比べ，行動δが選択されたと判断するにたる証拠が揃うこと
になる。それゆえに，この場合には，ペナルティとして報酬71（κ3）が極端
に低く定められている。これによって行動αに対する動機づけがなされる
わけである。
　　3　是正措置の業績改善効果
　つぎに是正措置の業績改善効果を分析しよう。そのために以下では，エ
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14－7表　数値例4の結果
?〜??
　1　　　　　2　　　　　3　　　　　4　　　　　5　　　　　6
X＝φ　　X＝｛κ1｝　X＝｛厨　X＝｛壁趣2，茎3と　X＝X
60，300　　59，222．0　　58，258．1　　58，558．8　　57，742．4　　57，903．8
47，000　　45，833．3　　44，666．7　　45，384．6　　43，888．9　　　　43，500
　　0　　　466．7　　　933．3　　　553．8　　1，422．2　　　2，000
13，300　　　　12，922　　12，658．1　　12，620．4　　12，431．3　　12，403．8
7（メ、）
7（メ2）
7（κ3）
γ、（κ、）
プ2（κ、）
71（κ2）
72（∫2）
ノェ（ズ3）
γ2（κ3）
??
??
L
28，900
12，100
4，900
　　0
　　1
　　0
12，731．6
5，086．1
22，831．3
22，831．3
　　1／6
　　5／6
　1．4／6
（L勃、Fユ（X）納2F2（X））
19，018。3
5，642．5
15，364．5
　12，100
　　1／3
　　2／3
　1．4／3
18，502．1
12，660．4
1，019。7
8，584。3
　　3／13
　10／13
　3．6／13
6，018．6
13，990．7
　12，100
3，636．9
9，792．5
　　4／9
　　5／9
　6．4／9
15，672．5
15，672．5
13，828．6
　12，100
4，151．3
9，974．7
　　1／2
　　1／2
　　　1
イジェソトは状態を修正する能力をもたず（すなわち，g＝0），ρは一定水
準に維持されるものと仮定して，望ましいコントロール活動αを動機づけ
る問題を考えよう12）。♪＜1であるとすると，プリソシパルが差異調査を
行って是正措置をとらないかぎりは，一旦管理外に陥った状態は管理内の
状態には戻らなくなることに注意しよう。
　この場合の決定問題は，カを砺に，（1一ρ）を妬におきかえる点を除
いては，（14－12）と同一となる。ただし，（14－5）にg＝0を代入して，
　　ぬ1＝ρF2（X）／（1一♪（1－F2（X））
　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－15）
　　乃2＝（1－1》）／（1一ρ（1－F2（X））
である。是正措置は一定の業績改善効果をもつと思われるので，さきの例
よりも調査コストが少々増大しても差異調査を行う経済的意義は失われな
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理会計情報の有用性（6）
いものと思われる。
　そこで，14－5表の仮定をん＝2，000，σ＝0と修正して，解を求めるこ
とにしよう。その結果が14－7表に示されている。この特徴点は次のよう
に要約される。
　　　　　　　　　　　ハ（の 本例においては，X＝｛κ2，κ3｝が最良のパフォマソスをもたらして
いる。明らかにこの結果は調査コストんの大ぎさに依存する。ちなみに，
々の値に応じて最適決定がどのように変化するかについて感度分析を行う
と次の結果が得られる。
　　8，287．5＜々のとき，　　　　X＝φ
　　3，880．4〈々≦8，287．5のとぎ，X＝｛κ3｝
　　1，441．3＜々≦3，880．4のとき，X＝｛κ2，κ3｝
　　　　　　　　　　　　　　　　ハん≦：1，441．3のとき，X＝X
　　　ハ（のX＝φのときには，妬＝1となって，プロセスは管理外の状態に収束
する。したがって，そのときのオペレーティング・コストの期待値Coは
f2に一致する。調査確率五が増加するにつれて，砺が増加して，　Coは
確実に減少している。是正措置の業績改善効果はこの点に直接的に現われ
る。
　（o）一方，X＝｛κ2｝のケースを除いて，　しの増加につれて報酬費用C況
は逓減している。これは差異調査の動機づけ効果を表わすものと理解でぎ
るであろう。
　ところで，差異調査を行うか否かの意思決定はここでは原価情報κに基
いて行われている。その意味で，この会計情報は，業績評価情報としてだ
けではなく，意思決定情報としても活用されるのである。この認識に立つ
ならば，われわれは原価情報κの意思決定情報としての有用性を検証する
という新しい研究課題を与えられることになる。そこで，その比較基準を
得るために，原価情報に依拠しない場合の差異調査のパフォマソスを求め
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14－7表数値例4の結果
???
　1　　　　　2　　　　　3
X＝φ　X＝｛κ1｝　X＝｛厨
60，300　　59，222．0　　58，258．1
47，000　　45，833．3　　44，666．7
　　0　　　　466．7　　　　933．3
13，300　　　　12，922　　12，658．1
　4　　　　　5　　　　　6
X＝｛κ3｝X＝｛x、，∫、｝X＝X
58，558．8　　57，742。4　　57，903．8
45，384．6　　43，888．9　　　　43，500
　553．8　　　1，422．2　　　　2，000
12，620．4　　12，431．3　　12，403．8
7（メ、）
7（κ2）
ア（κ3）
7、（κ、）
72（κ、）
71（∫2）
ア2（∫2）
7、（κ3）
72（ズ3）
??
??
L
28，900
12，100
4，900
　　0
　　1
　　0
12，731．6
5，086．1
22，831．3
22，831。3
　　1／6
　　5／6
　1．4／6
（L＝海、F、（X）＋ゐ2F2（X））
19，018，3
5，642．5
15，364．5
　12，100
　　1／3
　　2／3
　1．4／3
18，502．1
12，660．4
1，019．7
8，584．3
　3／13
　10／13
　3．6／13
6，018．6
13，990．7
　12，100
3，636。9
9，792．5
　　4／9
　　5／9
　6．4／9
15，672．5
15，672．5
13，828．6
　12，100
4，151．3
9，974．7
　　1／2
　　1／2
　　　1
イジェソトは状態を修正する能力をもたず（すなわち，σ＝0），ρは一定水
準に維持されるものと仮定して，望ましいコント戸一ル活動αを動機づけ
る問題を考えよう12）。ρ＜1であるとすると，プリソシパルが差異調査を
行って是正措置をとらないかぎりは，一旦管理外に陥った状態は管理内の
状態には戻らなくなることに注意しよう。
　この場合の決定問題は，ρを魁に，（1一ρ）を妬におきかえる点を除
いては，（14－12）と同一となる。ただし，（14－5）にσ二〇を代入して，
　　乃1＝ρF2（X）／（1一ρ（1－F2（X））
　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－15）
　　乃2＝（1一ρ）／（1一ρ（1－F2（X））
である。是正措置は一定の業績改善効果をもつと思われるので，さきの例
よりも調査コストが少々増大しても差異調査を行う経済的意義は失われな
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いものと思われる。
　そこで，14－5表の仮定をん＝2，000，rOと修正して，解を求めるこ
とにしよう。その結果が14－7表に示されている。この特徴点は次のよう
に要約される。
　　　　　　　　　　　ハ（の本例においては，X＝｛ズ2，κ3｝が最良のパフォマンスをもたらして
いる。明らかにこの結果は調査コストたの大きさに依存する。ちなみに，
んの値に応じて最適決定がどのように変化するかについて感度分析を行う
と次の結果が得られる。
　　8，287．5〈みのとき，　　　　X＝φ
　　3，880．4＜々≦8，287．5のとき，X＝｛κ3｝
　　1，441．3＜々≦3，880．4のとき，X＝｛劣2，κ3｝
　　　　　　ん≦：1，441，3のとき，X＝X
　（のX＝φのときには，妬＝1となって，プロセスは管理外の状態に収束
する。したがって，そのときのオペレーティング・コストの期待値Coは
∫2に一致する。調査確率五が増加するにつれて，庵が増加して，Coは
確実に減少している。是正措置の業績改善効果はこの点に直接的に現われ
る。
　（の一方，X＝｛κ2｝のケースを除いて，五の増加につれて報酬費用CE
は逓減している。これは差異調査の動機づけ効果を表わすものと理解でき
るであろう。
　ところで，差異調査を行うか否かの意思決定はここでは原価情報κに基
いて行われている。その意味で，この会計情報は，業績評価情報としてだ
けではなく，意思決定情報としても活用されるのである。この認識に立つ
ならば，われわれは原価情報κの意思決定情報としての有用性を検証する
という新しい研究課題を与えられることになる。そこで，その比較基準を
得るために，原価情報に依拠しない場合の差異調査のパフォマソスを求め
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ることにしよう。
　情報がない場合の決定ルールとして，ここでは調査を行うか否かの判断
をなんらかのランダム・メカニズムにおきかえることにしよう。調査の実
施確率をこれまでと同様に五で表わすと，このような無作為調査の決定
問題は次のように定式化される。
　目的関数：〃励Ep＝C。＋C∫＋CE
　　　　　　五，7μ
制約条件・（・）M一（1一・）∫・（・（・））（∫・（・1・）・・＋乃（・1・）・・）・・
　　　　　　＋L∫レ・ω五α1・）偏勉α）乃帥）乃・］4・一y（・）≧σ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－16）
　　　　㈹ぬ（卜・）／σ（・ω）（五卿）鉦乃（・1碗）4・
　　　　　　・・∫［・・ω五（・鵬＋・・（・）乃嗣・・］・・一陶
∫bアσπ　～Σ∈A
ただし，
C・一轣E［！1倒σ）娠ム（・1・九］ゴ・
C1＝々⑫1五＋妬五）＝ん五
・・一（1－L）∫・（・）（五（・1・）・・＋乃（・［・）励＋・∫［・・（・）∫・（・鵬
　　　　十72（κ）乃（酬α）妬］4κ
　　乃1＝ρL／（1一ρ（1－L））
　　妬＝（1一ρ）／（1一ρ（1一五））
上式における7（κ），71（κ），72（x）の最適性条件は（14－14）のρを砺に
（1一ρ）を妬におきかえた式になる。
　さて，（14－16）を14－7表と同一の前提条件の下で解を旧びこう。そ
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14－8表　無作為調査の結果
1
五＝0
60，300
47，000
　　0
13，300
　2　　　　　3　　　　　4　　　　　5
．乙＝1．4／6　工，二3．6／13　L＝1．4、〆3　　」L＝6．4／9?? 65，250．5　　61，673．9
54，783，8　　51，120．1
　466．7　　　553．8
　10，000　　10，000
58，640．3
44，772．7
　933．3
12，934，3
58，626．2
44，090．9
1，422．2
13，113．1
　6
五＝1
57，903．8
　43，500
　2，000
2，403．8
γ（κエ）
〆（ズ2）
7（ガ3）
γ、（ぎ、）
72（κ、）
γ、（κ2）
γ2（メ2）
7、（κ3）
72（κ3）
?
??
28，900
12，100
4，900
　　0
　　1
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
　7／37
30／37
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
18／83
65／83
21，053．8
13，172，3
4，511．4
21，053．8
21，053．8
16，268．9
　12，100
　　22．1
7，499．7
　7／22
　15／22
19，880．6　　　－13，368．0　　　　　－
4，365．6　　　　　　－
19，880．6　　15，672．5
19，880．6　　15，672．5
15，750．1　　13，828．6
　12，100　　　12，100
　289．1　　4，151．3
7，980．6　　9，974．7
　32／77　　　　　　　1／2
　45／77　　　　　　　1／2
の結果が14－8表に示されている。ここで，調査確率しに対しては，さ
きの14－7表の各ケースと比較できる数値が指示してある。この結果につ
いては次の指摘をできる。
　（α）本例の下では，L＝1が最適決定となっている。五の最適性は，こ
れまでと同様に，みの値に依存する。ゐを所与とした下でんに関する感度
分析を行うと，最適性は次のように変化する。
　　5，556．4＜んのとき，　　　L＝0
　　3，381＜々≦5，556．4のとき，L＝1．4／3
　　々≦；3，381のとき，　　　　L＝1
　（の14－7表と比較すると，L＝0（X＝φ）と五コ1（X＝X）のケース
では当然ながらどちらの決定方式に従っても同一の結果が生じている。し
かし，それ以外のすべてのケースにおいて，原価情報に基く差異調査のパ
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フォマソスEPが無作為調査のそれを優越している。その主たる原因は，
調査確率Lは同一水準であっても状態1を維持する確率論が無作為化に
よって低下し，それに伴ってCoを引き下げる力が弱まるという関係が存
在することに由来する13）。
　（の調査コストたがとりうるすべての値域の下で2つのEpを比較して
も，原価情報に基く差異調査の無作為調査に対する優越性は変わらない。
この結果は原価情報の意思決定情報としての有用性を主張する論拠を与え
るであろう。
　（注）
1）．Ross，　S．　M，“Quality　Control　Under　Markovian　Deterioration，”1吻π．
　σ9θ脚撹εc伽。θ（May　1971），　PP．587－596．　Dittman，　D．　and　P．　Prakash，
　“Cost　Varia且ce　Investigation：Markovian　Control　of　Markov　Processes，”
　ノ。μ7”αJoノ・4000μη吻9　Rβsθαγcん（Spring　1978），　pp．14－25．　Dittman，　D，　alld
　P．Prakash，“Cost　Variance　Investigation：Markovian　Control　Versus
　Optilnal　Contro1，”・4coo襯ガπ9　Rθ房θω（Apri11979），　PP．358－373．
2）　Feltham，　G．　A．　alld　E，　M．　Matsumura，“Cost　Variance　Investigation：
　An　Agency　Theory　Perspective，”Unpublished　Working　Paper，　The
　U且iversity　of　British　Columbia（July　1979）．
3）Feltham　and　Matsumuraの研究に関する詳しい紹介と検討については，
　辻正雄稿「エイジェンシー理論と差異調査の決定モデル（2）」早稲田商学，第
　306・307合併号，1984年7月，pp．69－95をあわせて参照されたい。
4）五心のとル（κ［α）は，すべてのκ・に対して，
　　　κ0∫　　　　　〔鼠κ1σ）一鼠κ1α）］4κ≧0
　　　一◎Q
　という確率優位の関係が成立するから，五葬のは乃（κ［α）よりも望ましいと
　いえる。
　　　　　バ5）1－F2（X）は状態2の下でズが調査領域に入らない確率，したがって，是正
　が必要であるにもかかわらず状態2のまま放置される確率を表わす。いわゆる
　タイプHの誤りを犯す確率がこれである。
6）　（14－1）と（14－2）を左右逆に乗ずると，次の確率行列を得る。
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　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　2
期峨態；［　　ρ　　　　　　　1一ρρF2＋¢♪（1－F2）（1一ρ）F2＋（1－9ρ）（、一＾）］（14一・）
7）8P・と92は，　（14－4）より，次式を満足するものとして導かれる。
　　　9F（ρ＋（1一ρ）F2）9、＋（9ρ＋（1－9ρ）F2）（1－9ユ）
　　　92＝1－91
　　砺と編は，（14－4’）より，次式を満足するものとして導かれる。
　　　ん、＝助、＋（ρF2＋qρ（1－F2））（1一乃、）
　　　海2＝1一乃1
8）　F、（X）は，状態1の下でκが調査領域に入る確率，したがって調査は不要
　であるにもかかわらず調査を行なう確率を表わす。これはタイプ1の誤りを犯
　す確率を示す。
9）Feltham　and　Matsumuraは報酬に対する効用関数ひとして負の指数関数
　を仮定して数値例を示している。
10）γ、＞72の関係は（14－11）から導かれる。μ＞0であることは証明済みであ
　る。cf．　Holmstrom，　B．　R，“Moral　Hazard　and　Observability，”丁加βθπ
　∫o〃7πα’o∫Ecoπo〃魔cs　（Spring　1979），　pp．74－91．
11）　7（κ1）＞7（ズ2）の関係は五（刈のと乃（κ1のの前述した確率優位の関係から
　導かれる。
12）Feltham　and　Matsumuraはg＝0，α＝σσと仮定し上でρに焦点をあてて
　是正措置の効果を分析している。
13）CR＝10，000のケースを除けば，　C丑の比較においても無作為調査の方が劣
　っている。なお，ム＝1。4／6と五＝3．6／13の各ケースにおいて報酬関数がコン
　スタント（10，000）になっているのは，（本例の下では報酬γが負の値（ペナ
　ルティ）をとりえないために）行動αを動機づけることができず，々の選択を
　許容せざるをえない結果，変動給による動機づけが不要となったためである。
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